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第５章 生活排水対策の推進 

１ 生活排水処理施設の早期整備 
（１）生活排水処理施設の計画的な整備の促進及び整備手法の見直し 

 公共下水道や合併処理浄化槽などの生活排水処理施設はそれぞれ特性があり、事業の採択基

準も異なっています。これらの生活排水処理施設については、原則として整備費や維持管理費、

耐用年数を考慮し、地形等の自然条件、集落の形成状況等の地域の特性等を踏まえた上で、集

合処理（公共下水道、農業集落排水施設等）と個別処理（合併処理浄化槽）とを適切に組み合

わせてコストの縮減を図りながら、効率的に整備していきます。 
また、生活排水処理施設の早期の整備完了に向け、公共下水道や農業集落排水施設等による

整備から合併処理浄化槽による整備へ変更するなど、最適な生活排水処理施設を整備・運営で

きるよう弾力的に処理区域の設定を見直しながら整備していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１９ 集合処理と個別処理の連携 
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（２）生活排水処理施設の重点的かつ一体的な整備 
   種々の生活排水処理施設の特色を活かし、一定期間内に重点的かつ一体的に整備することによ

り、生活環境の改善が促進される地域において、交付金などを活用した整備を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

■地方創生汚水処理施設整備推進交付金事業 

    市町村が「地域再生計画」を策定し、国の認定を受けた一定の期間及び区域内において、目標を達成す

るために必要な複数の汚水処理施設を省庁の予算枠を越えて連携して整備することができます。また、施

設間での事業費の融通や年度間での事業量の変更が可能です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２０ 地方創生汚水処理施設整備推進交付金事業のイメージ 
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地方創生汚水処理施設整備推進交付金の事業例 
●平成２４年度に綾町、平成２８年度に国富町の「地域再生計画」が国の認定を受

け、綾町は平成２５年度からの６か年で、国富町は平成２９年度からの３か年で、

公共下水道及び浄化槽の整備事業を実施しました。 

目標  ①汚水処理人口の○％増加 
  ②○○川の水質改善（ＢＯＤ等の汚濁負荷量○％低下） 

など 
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（３）低コスト整備手法の導入による早期整備 
 公共下水道や農業集落排水施設等の集合処理施設の整備においては、低コスト手法として道

路線形に合わせた施工などの導入を検討し、早期整備に努めます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２１ 低コスト整備手法の事例 
 
 
（４）単独処理浄化槽やくみ取り槽から合併処理浄化槽への転換の促進 

 合併処理浄化槽への転換の重要性を県民に周知するとともに、転換に関する補助制度を活用

しながら、転換促進を図っていきます。   
また、集合処理施設と同様に、市町村による計画的な整備と適正な維持管理が可能となる公

共浄化槽（市町村設置型による浄化槽）の整備も促進していきます。 
 
 
（５）各家庭から集合処理施設へのつなぎ込みの促進 

 公共下水道や農業集落排水施設等の集合処理施設が整備された区域では、施設の役割・意義

などについて、関係者と連携して積極的な情報提供を行い、県民の理解を促し、施設の健全な

運営および適正な維持管理を図るため、施設への早期接続を促進していきます。 

 

 

工事発生土の管渠基礎への利用 
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２ 持続可能で効率的な運営管理 
（１）長寿命化の促進及び計画的な改築更新 

公共下水道や農業集落排水施設等の集合処理施設では、施設整備に伴い処理場や管路等の施

設資産が増え、今後、これら施設資産の老朽化により、改築・更新に多大な費用が必要となる

ことが予想され、事業の継続に大きなリスクと抱えることとなります。 

そこで、これら施設資産のライフサイクルコストの最小化・平準化を図るため、ストックマ

ネジメント計画を策定し、長期的な視点で施設全体の老朽化の進展状況を考慮し、効率的かつ

計画的に施設の改築・更新を行うことで、今後も持続可能なサービスを提供していきます。 

ストックマネジメント計画については、下水道を有する全ての市町村で策定済みですが、財

政状況や計画の進捗状況等を考慮し、必要に応じて見直しを行います。 
 
 
（２）施設の「広域化・共同化」 

人口が減少していく中で、施設の老朽化による改築・更新費用の増大にも対応し、持続可能

な事業運営を行うためには、施設の「広域化・共同化」が有効な手段の一つとなります。 

本県では、総務省・農林水産省・国土交通省・環境省連名の要請を踏まえて、令和４年度ま

でに「広域化・共同化計画」を策定することとしており、処理場統廃合等のハードの取組に加

え、維持管理の共同化等のソフトの取組についても支援します。 

具体的には、処理施設の利用や維持管理を共同で行い、効率的に利用できるようにするとと

もに、市町村や事業の枠を越えた広域的な連携を進め、効率的かつ経済的な施設整備や維持管

理体制の整備を促進します。 

なお、この「広域化・共同化計画」の策定にあたっては、県と市町村の関係部局において令

和３年度に設置予定の宮崎県広域化・共同化計画協議会（仮称）に諮って決定し、自治体の合

意が形成された取組を公表するとともに、適宜計画の見直しを図っていくこととします。 

広域的な維持管理の事業例 
● 宮崎市では、効率的な運営を図るため、公共下水道の処理場で、農業集落排水事

業で整備した処理施設の管理についても、遠方監視施設を設置して公共下水道と

の共同管理を行っています。 
● 大淀川上流域の都城市（高城浄化センター、山之口浄化センター、山田浄化セン

ター、高崎浄化センター）と三股町（三股中央浄化センター）では、高城浄化セ

ンターを中核処理場と位置づけ、移動脱水車による共同汚泥脱水、集中監視制御

及び共同水質検査を行っています。 
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図２２ 共同化・広域化のイメージ 

●遠方運転監視 
●水質検査 

図２３ 汚泥共同処理のイメージ 

※移動脱水車 
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し尿処理施設と公共下水道の共同処理事例 
●宮崎市の大淀処理場において、し尿・浄化槽汚泥の処理工程の一部を下水処理場の

施設を利用して共同処理しています。 
●国富町の国富浄化センター及び西米良村の西米良浄化センターにおいても、し尿・

浄化槽汚泥の処理工程の一部を下水処理場の施設を利用して共同処理しています。 
●延岡市の妙田処理場及び三股町の三股中央浄化センターにおいても、今後共同処理

を行う予定です。 

Ａ市  処理場 

Ｂ町  処理場 Ｃ村  処理場 

巡回型共同処理
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また、処理場建設費や施設の改築費など維持管理費のコストを縮減し、効率的・効果的な汚水

処理施設整備を図れるよう、既存の処理施設の統合・接続を促進していきます。統合・接続す

ることにより不要となった施設については、汚水の貯留池や洪水時の雨水滞水池など有効利用

を図っていきます。 
 

※他の処理施設への接続は国の承認が必要です。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農業集落排水施設と公共下水道の接続事業例 
下記の農業集落排水事業については、新たな処理場を建設するより、公共下水道に接

続することが経済的であることから、処理区の接続を行った（行う）事例です。 
●宮崎市では、跡江地区農業集落排水事業を公共下水道へ接続しました。今後、３地

区（加江田・大瀬町・仮屋原）の農業集落排水事業についても公共下水道に接続す

る予定です。 
●都城市では、今後、上水流地区の農業集落排水事業を公共下水道に接続する予定で

す。 
●延岡市では、２地区（祝子・小峰舞野）の農業集落排水事業を公共下水道へ接続し

ました。今後、２地区（行縢・大峡）の農業集落排水事業についても公共下水道に

接続する予定です。 
●日南市では、今後、２地区（内之田・坂元）の農業集落排水事業を公共下水道に接

続する予定です。 
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図２４ 農業集落排水施設と公共下水道の接続イメージ 
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（３）耐震化の促進 
公共下水道や農業集落排水施設等の集合処理施設を地震等の自然災害時にも継続して利用す

るためには、耐震化等の対策を行う必要がありますが、全ての施設を耐震化するには多大な時

間と費用を要します。 

そこで、処理場や幹線管路など重要な施設について、耐震診断を行い、耐震化の必要な施設

の把握及び優先順位を検討し、効率的に耐震化を図っていきます。 

また、施設が被害を受けた場合、迅速に機能を維持・回復できるよう、業務継続計画（BCP）

を策定又は見直しを行い、災害時における事業継続が可能となるよう取り組んでいきます。 

 
 
（４）浄化槽の適正な維持管理の促進 

浄化槽の適正な維持管理を行うために、保守点検・清掃・法定検査が浄化槽法によって浄化

槽管理者に義務付けられています。 
① 保守点検（浄化槽の種類や処理方式によって定められた回数） 
② 清掃（年１回以上） 
③ 法定検査（年１回） 

県では、法定検査の未受検者に対する受検指導や適切な維持管理のための十分な情報提供・

啓発活動を行います。 
特に、１０月を「浄化槽適正管理推進月間」として県独自に設定しており、この期間は重点

的に啓発活動に取り組みます。 
また、維持管理に関する一括契約等を推進するなど、保守点検・清掃・法定検査を受けやす

い仕組みづくりを進め、その普及を行います。 
 
 
（５）下水汚泥の有効利用 

本県で生じる下水汚泥は、ほとんどが堆肥として有効利用されていますが、今後も循環型社

会の構築を基本に、汚泥の減量化及び有効利用、更に汚泥の広域処理や共同処理についても検

討するとともに、広報・啓発も積極的に取り組みます。 
    
 
 
 
 
 

下水汚泥の有効利用の事業例 
● 宮崎市では、処理場で発生する汚泥より肥料を製造し販売しています。この取組

は、「BISTRO 下水道注)」の取組として紹介されています。 

また、下水汚泥の貯留過程で発生する消化ガスを発電へ有効利用しています。 

注）下水道資源を農作物の栽培等に有効利用し、農業等の生産性向上に貢献する取組 
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（６）官民連携手法の導入 
生活排水処理施設の建設や運営管理において、民間の資金や経営能力及び技術的能力を活用す

る官民連携手法の導入も有効な手段であることから、国が策定した「PPP/PFI 推進アクションプ

ラン」等に基づき、公共サービスの質の向上、業務効率化及び経費削減を図るため、本手法の導

入を支援します。 

    
 官民連携手法の導入事業例 

● 宮崎市では、平成２９年度から公共浄化槽等整備推進事業において PFI 方式を導

入し、単独処理浄化槽やくみ取り槽から合併処理浄化槽への転換も含めた公設浄

化槽の整備を進めています。 
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３ 県民啓発 
（１）県民啓発の基本的考え方 

河川の汚れの主要因である生活排水は、県民一人ひとりの心がけにより負荷を低減すること

が可能なものです。県民の意識の向上を図り、ひとりでも多くの人が水を汚さないよう工夫

（＝生活排水対策）をするよう、市町村と連携して啓発に努めることとします。 
 
① 県民との連携 

自治会・婦人会等の地域団体や、環境保全を目的としたＮＰＯ等の民間団体との連携を強化

し、自主的な活動への広がりを促進します。また、市町村が設置している河川浄化推進員等の

人材を活用し、啓発活動の核となる地域推進リーダーを育成・確保します。 
 

② 流域の連携 

河川浄化を進めるには、流域に住む住民がお互いのつながりを認識し、上流と下流の住民が

一体となって取り組むことが重要であることから、流域の連携を支援していきます。 
 
 

（２）啓発の推進 

① 啓発の方法 

啓発にあたっては、テレビや新聞等のマスメディアやインターネットも活用しながら、「広

く」、「わかりやすく」県民に情報を提供します。 
また、少しでも多くの県民が家庭内及び生活排水対策に取り組むためにも、「県民が生活排

水対策を行う煩わしさ」が極力軽減されるような仕組みを考えるとともに、生活排水対策実施

にあたっては、その対策の理由、具体的な方法及びその効果の確認など段階的に啓発を行って

いきます。 
 

② 啓発の内容 

（ア）家庭における生活排水対策 

河川を汚さないようにするため、台所や洗濯時、入浴時などそれぞれの状況に対応した対

策について周知します。 
   

（イ）生活排水処理の必要性 

公共下水道や農業集落排水施設等などの集合処理施設が整備されている地域では速やかに

これらの施設に接続することを、また、単独処理浄化槽やくみ取り式のトイレを使用してい

る家庭では早期に合併処理浄化槽へ切り替えるようそれぞれ県民に周知します。 
 

（ウ）生活排水処理施設整備等における助成制度 

公共下水道や農業集落排水施設等などの集合処理施設へのつなぎ込みや合併処理浄化槽へ

の転換を促進するため、生活排水処理施設を整備するに当たり、県民が受けられる助成制度

について周知します。 
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③ 環境学習の推進 

生活排水対策を推進するにあたり、県民の意識の向上を図るため、水環境への親しみと理解

を促進することが効果的です。川や水辺の動植物とふれ合い、理解することにより、人と水辺

との距離が近づき『川を大切にしよう』という意識が芽生えることが期待されます。 
そこで、水辺環境調査や水辺の学習などの「水」をキーワードとした総合的な環境学習を推

進し、情報の提供、体験の場の提供などを行います。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             
             

 
  

 
 
 

川 を 大 切 に

する気持ち 

水環境意識

の向上 

川や水辺の動植

物とのふれ合い 

（親水性） 

生物の多様性 河川水質の向上 

川がきれいになり、生物が豊富に生息することにより、更なる親水性の向上が期待 
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４ 総合的な水環境保全のための連携 
（１）大淀川サミットとの連携 

大淀川サミットは、大淀川流域の８市町が、各行政区域の枠組みを越え、住民・事業者・行政

が一体となって河川浄化活動を実施しているものです。現在では、河川浄化啓発ポスターを製作

して小中学校への配布や流域の市町による啓発イベントを開催しています。また、『河川をきれ

いにする統一条例』が流域市町で制定されるという成果も上げています。 
県は、これまでも大淀川サミットを支援してきましたが、今後も、本県人口の半数近くを流域

人口にもつ大淀川の浄化のため、引き続きこの運動との連携を進めていきます。 

 

 
（２）清流ルネッサンスⅡとの連携 

平成１３年度に大淀川上流域の１市８町（当時）が、国土交通省の清流ルネッサンスⅡ（第二

期水環境改善緊急行動計画）の対象地域に選定され、平成１６年度に「大淀川水系大淀川水環境

改善緊急行動計画」が策定されました。この事業は、健全な水循環系の構築を目指し、流域と一

体となって河川事業及び下水道事業等を推進するものです。 
県としては、 

① 対象流域である大淀川は本県の川の象徴的存在であること 

② 対象地域に生活排水処理率の低い地域があること 

③ 目的が「河川等の水質及び水量を改善すること」で本計画の趣旨と一致していること 

などから、『清流ルネッサンスⅡ』と連携して、大淀川流域の河川浄化を引き続き推進します。 
 
 
（３）水質汚濁防止対策連絡協議会との連携 

県内の一級河川（大淀川、小丸川、五ヶ瀬川及び川内川）については、国土交通省、県、市町

村等の関係機関からなる水質汚濁防止対策連絡協議会が設置されています。 
県では、この協議会により関係機関と常時情報の交換を行っており、この中で流域の河川浄化

についても連携した取組を推進します。 
 

 
（４）他の水環境保全に係る施策との連携 

河川の水質を悪化させる要因には、生活系の他にも産業系や畜産系など様々なものがあり、生

活排水対策の目的である河川浄化のためには、これらの要因にも的確に対応していく必要があり

ます。また、河川を取り巻く環境要因は、水質だけでなく、水量や水辺の空間・動植物も含まれ

ます。これらは「水循環」という仕組みの中で相互に関係しており、どの対策も怠ることはでき

ません。 
生活排水対策は本県の河川環境を保全・改善するための歯車の一つであり、本計画の推進に並

行して、他の様々な環境悪化要因に対策を講じることによって、「健全な水循環」、「親水性の向

上」、「生物多様性の確保」が相乗効果を生み出しながら環境改善が図られていきます。 
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① 産業系排水対策 
工場・事業場等の産業系に起因する排水の規制を行っています。これらは水質汚濁防止法や

県の条例（みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例）によって規制されており、こ

れらの法令に基づいて、立入検査・監視・指導等を行います。 
 
② 家畜排せつ物対策 

環境に優しい農業の展開や地球温暖化に対応した取組を進めるため、家畜排せつ物の適正処

理やエネルギー利用など、循環型社会と脱炭素社会への貢献を積極的に進めていきます。 
 
③ 施肥対策 

県の施肥基準を基本に土壌診断等に基づく適正施肥の推進を図ります。また、各種施肥技術

の導入等により、肥料の施用量を低減する技術の普及を進めます。 
 
④ 河川・水路直接浄化対策 

河川や水路の直接浄化のための手法について、必要に応じて検討を行います。 
 
⑤ 健全な水循環の確保 

貴重な資源としての水の適切な利用や循環利用を推進します。また、平成２６年３月に宮崎

県水源地域保全条例（平成２６年宮崎県条例第４号）が施行されたことに伴い、森林の水源か

ん養機能の維持・向上に向けて、これまで以上に森林の保全を図ります。 
 
⑥ 生物の多様性の確保 

『宮崎県版レッドリスト』（2015 年度改訂版）においては、淡水性で、河川（河口域を含

む）に生息する「絶滅のおそれのある魚類」として、アカメ等１２種が掲載されています。ほ

かにも水辺に生息する希少な動植物が数多くあげられています。 
県では、治水上の安全を確保しながら、河川周辺を取り巻く自然環境と生態系に配慮した川

づくりを推進します。 
 

⑦ 親水性への配慮 
親水施設の整備や親水性に配慮した事業を推進し、水とのふれあいの確保・創出に努めてい

きます。 
 
 
 


